
1 

 

◆巻頭言 安心を物差しにした豊かさを 

あしもと通信 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 足温ネットニュースレター 

Vol.79 
 2015.02（第3号） 

特定非営利活動法人 足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ（足温ネット） 
〒132-0033 東京都江戸川区東小松川3-35-13-204 
TEL/FAX:03･3654･9188 E-mail:info@sokuon-net.org   http://www.sokuon-net.org 

  

新
た
な
年
を
迎
え
、
ひ
と
月
が
過
ぎ
ま
し

た
。
み
な
さ
ま
、
い
か
が
お
過
ご
し
で
し
ょ
う

か
？
12
月
の
年
末
よ
り
、
年
度
末
を
控
え
る

こ
の
２
月
３
月
の
方
が
、
気
持
ち
が
あ
わ
た
だ

し
く
な
り
ま
す
ね
。 

 
 

さ
て
、
昨
年
末
に
行
わ
れ
た
衆
議
院
選
挙

で
、
自
民
党
の
政
権
存
続
が
確
定
し
ま
し
た
。

国
民
が
議
論
を
深
め
て
し
ま
う
と
困
る
重
要

な
政
策
で
は
、
み
ご
と
に
争
点
を
は
ぐ
ら
か

し
、
低
投
票
率
で
も｢

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス｣

が
評
価

さ
れ
た
と
、
今
年
は
安
倍
政
権
の
や
り
た
い

放
題
の
年
に
な
る
と
思
わ
れ
ま
す
。
原
発
の

再
稼
働
も
し
か
り
で
す
。 

 
 

１
月
30
日
、
経
産
省
は
２
０
３
０
年
の
国

内
電
力
を
ど
の
よ
う
な
構
成
に
す
る
か
と
い

う
『
電
源
構
成
＝
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
』
の
検

討
を
始
め
ま
し
た
。
報
道
で
は
「原
発
比
率
が

最
大
の
焦
点
に
な
る
」と
さ
れ
、
原
発
比
率

15
％
か
ら
25
％
が
軸
と
伝
え
ら
れ
て
い
ま

す
。
昨
年
、
閣
議
決
定
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本

計
画
で
は
、
原
発
が
「重
要
な
ベ
ー
ス
ロ
ー
ド

電
源
」に
な
っ
て
ま
す
か
ら
。
経
産
省
と
し
て

は
最
低
で
も
20
％
超
に
し
た
い
の
が
本
音
だ

そ
う
で
す
。
と
い
う
こ
と
は
複
数
の
原
発
の
稼

働
と
、
建
替
え
や
新
設
も
視
野
に
入
っ
て
き

ま
す
ね
。
ヤ
レ
ヤ
レ
…
。
で
す
が
、
こ
の
「電
源

構
成
」
、
意
見
公
募
を
し
て
い
ま
す
。
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
で
「資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
意
見

箱
」を
検
索
し
て
く
だ
さ
い
。
随
時
募
集
で

す
。
ガ
ン
ガ
ン
広
め
て
意
見
を
出
し
ま
し
ょ

う
。 

  

私
は
、
日
本
は
破
た
ん
の
道
を
突
き
進
ん

で
い
る
と
思
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
ま
ま
安
倍
政

権
の
も
と
で
強
権
的
に
こ
と
が
進
む
と
、
さ

ら
に
加
速
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。
破
た
ん

へ
の
道
に
気
づ
い
て
い
る
人
々
は
、
そ
れ
ぞ
れ

問
題
に
果
敢
に
立
ち
向
か
い
、
多
様
な
行
動

を
起
こ
し
て
い
ま
す
。
私
は
、
原
発
を
動
か
さ

な
い
た
め
に
持
て
る
力
を
使
い
、
あ
ら
ゆ
る
方

策
を
実
践
し
、
多
様
な
市
民
や
事
業
者
の
取

り
組
み
を
応
援
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
全
国

各
地
で
展
開
さ
れ
て
い
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に

よ
る
発
電
事
業
や
省
エ
ネ
の
取
り
組
み
は
、

破
た
ん
へ
の
推
進
力
を
確
実
に
減
速
さ
せ
て
い

る
の
で
す
か
ら
。 

 
 

何
よ
り
、
地
方
が
自
立
す
る
こ
と
が
肝
要

だ
と
思
っ
て
い
ま
す
。
地
方
が
こ
れ
ま
で
負
の

要
素
と
し
て
と
ら
え
て
い
た
地
域
の
資
源
を

活
か
す
！
放
置
林
は
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
、
休
耕
作
地
は
他
所
か
ら
人
を
呼
ぶ
宅
地

や
農
地
に
、
雪
は
雪
中
貯
蔵
庫
や
地
域
冷
房

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
、
な
ど
な
ど
、
創
意
と
工
夫

で
地
域
事
業
に
し
、
発
生
す
る
資
金
は
地
域

で
循
環
さ
せ
る
。
そ
こ
に
原
発
は
い
り
ま
せ

ん
。
「成
長
」で
は
な
い
「定
常
経
済
」の
モ
デ
ル

は
、
地
方
の
実
践
で
学
べ
る
の
だ
と
思
い
ま

す
。
「
お
金
」
で
は
な
く
「
安
心
」を
物
差
し
に

し
た
豊
か
さ
は
、
人
や
モ
ノ
の
命
を
奪
い
ま
せ

ん
。
都
市
部
に
住
む
者
と
し
て
も
、
都
市
な

り
の
知
恵
を
出
さ
な
き
ゃ
！
で
す
。 

 
 

足
温
ネ
ッ
ト
で
は
今
年
、
「
市
民
立
江
戸
川

第
二
発
電
所
」
の
中
古
パ
ネ
ル
を
利
用
し
て

『
移
動
式
太
陽
光
パ
ネ
ル
自
立
電
源
』
作
り
に

取
り
組
み
ま
す
。
い
ざ
と
い
う
時
に
役
立
つ

災
害
グ
ッ
ズ
と
し
て
組
立
て
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

を
開
催
し
ま
す
。
こ
れ
は
自
治
会
、
町
会
、
学

校
な
ど
に
広
め
た
い
。
ま
た
、
「え
ど
・
そ
ら
３

号
機
」の
設
置
も
検
討
し
て
い
き
ま
す
。 

 
 

２
０
１
５
年
も
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま

す
。  

 

代
表
理
事
・奈
良
由
貴 

８ 新刊のご紹介『ご当地電力始め

ました！』／活動日誌 

７ 環境・エネルギー８行ニュース 

８ えどがわ市民発電プロジェクト

「えど・そら」だより 

理事 柳澤一郎 

２ 市民・地域共同発電所全国フォ 

ーラム2014 

事務局長 山﨑 求博 

１ 巻頭言 

安心を物差しにした豊かさを 

代表理事 奈良 由貴   

●もくじ● 

４ 逆風吹くドイツで奮闘する市民の

いま 手塚 智子（市民エネルギー

とっとり代表） 

足温ネットが作成した「移動式太陽光

パネル自立電源」（発電出力150W） 
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足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック   https://www.facebook.com/sokuonnet 

 今回は「えど･そら1号」の改修工事と昨年12月
までの「えど･そら」実績について報告します。 
 まず、1号の冬季影対策の改修工事ですが、昨年
10月3日に富士テクニカルと費用分担について合意
し（当方は材料費の半分４万円のみ負担）10月29
日から11月5日にかけて工事が実施されました。写
真①は、一番手前の１枚だけを改修後の位置にず
らした様子です。パネル下端が約15cm北にずれ、
上端は約10cm高くなりました。写真②と③は改修
工事前と後の状況です。撮影したのは一昨年12月
22日と昨年12月24日の正午です。改修後は影に
なっていないことが分かります。 

 次に実績ですが、表①に1号と2号の1月から12
月までの東電検針データを元に1日当たりに計算し
直した売電量および予測との比較値を示しまし
た。これを昨年の実績と共にグラフにしたのが図
①です。 
 1号2号共に2月と7～9月及び12月の値が落ち込
んでいますが、天候の為と考えられます。何れに
しても、双方とも予測値を、1号はギリギリなが
ら、上回っていてひと安心できます。12月の2号
は2013年より下がっているのに対して、1号は若
干上がっており、今後1号に関しては改修工事の効
果を、期待を持って見守りたいと考えます。  

 

新刊の 

ご紹介 

「えど･そら」だより 

10.22 第7回運営委員会 

10.24 市民･地域共同発電所全国フォーラム2014（金沢）で 

    パネリスト参加 

11.05 環境首都創造フォーラム2014in京丹波に参加 

11.08 PARC自由学校からの見学受け入れおよび懇談 

11.09 ほっとコミュニティえどがわ10周年イベントに出席 

    首都圏市民電力の集い（調布）に参加 

11.16 小川町自然エネルギーファームWSに参加 

11.19 第8回運営委員会 

11.30 さようなら原発江戸川連絡会第4回総会に出席 

12.11 エコプロダクツ2014で市民電力連絡会出展手伝い 

12.17 第9回運営委員会 

12.20 太陽光発電所ネットワーク（PV-Net）でHP改訂に伴 

    うヒアリングを受ける 

12.23 小松川市民ファーム忘年会に参加 

01.10 eシフト「パワーシフトシンポジウム」（池袋）に参加 

01.12 FMえどがわに出演 

01.13 松江の家オフグリッド化に向けた現地調査 

01.17 第5回埼玉市民共同発電所フォーラムで講演 

01.21 江戸川総合人生大学に出講 

    第10回運営委員会 

01.24 再生可能エネルギー普及全国フォーラム（静岡）で特 

    別発言  

 足温ネット活動日誌 
ご当地電力はじめました！ 
著:高橋真樹／岩波ジュニア新書 
定価:907円（840円+税） 

 各地で取り組まれている市民や

地域主導による再生可能エネル

ギー発電事業。それを「ご当地電

力」と呼んでいます。ノンフィクショ

ンライターで、各地のご当地電力を

取材した高橋真樹さんが１冊の新

書にまとめてくれました。 

 地域の電力は自分たちでつくる！

「おひさまの町」飯田市、上田市の

屋根借りソーラー、岐阜県いとしろ

の小水力、福島県会津地方で発電

事業を進める会津電力、東京多摩

市で活動する多摩電力、北海道か

ら広がる市民風車、各地でさまざま

な工夫をこらしながら、力強く動き

出したご当地電力の様子が分かり

ます。こうした本が高額なハードカ

バー本ではなく手頃な新書で読め

るのはうれしいですね。 

図① 月平均1日当たり発電実績(単位：kWh/日) 

上から反時計回

りに、写真①（ず

らした様子）、写

真②（改修工事

前）、写真③（改

修工事後） 
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●国主導で送電線強化を、知事ら提言 
（2014.10.8 東京新聞） 

 電力会社が再生可能エネルギーの受け入れ手

続きを相次いで中断している問題で、全国36

道府県などでつくる「自然エネルギー協議会」

は7日、改善に向けた提言をまとめ、経済産業

省と環境省に提出した。提言では、受け入れ余

力のある会社に回せば対応可能として、国主導

で電力会社間を結ぶ送電網を強化するよう提言

している。 
  

●中国電力で蓄電池実験 
（2014.10.16 日経新聞） 

 中国電力は15日、太陽光や風力など発電量

の変動が大きい再生可能エネルギーのデメリッ

トを補完する蓄電池技術の実証実験計画の概要

を発表した。島根県の隠岐諸島で2015～17

年度に実施する。地元自治体による発電設備の

誘致や中国電の子会社による開発で、再生エネ

を地域の電力需要の最低規模を上回る１万

1000kWまで拡大する計画だ。 
   

●節電協力に報奨金、政府検討 
（2014.10.21 日経新聞） 

 経済産業省は2017年度にも企業や家庭が節

電で捻出した電力を売買できる取引所を創設す

る検討に入った。買取価格は電力の逼迫度合い

によって決まる。市場メカニズムを利用した電

力融通の仕組みで、電力システム改革の一環と

して全国規模の取り組みに広げる。取引所の仮

称は「ネガワット市場」。節約した分の電力を

発電量とみなして市場で取引する。 
  

●電力会社に原発電力拠出義務づけ 
（2014.10.25 読売新聞） 

 政府は、2016年４月からの家庭向け電力小

売りの自由化を控え、新たに参入する販売業者

でも電気を調達できるように、電力会社に対し

て原子力発電所で発電した電気の拠出を義務づ

ける検討に入った。電力を売買する電力卸市場

に、一定量の電力を出すようにする。27日に

開かれる経済産業省の有識者会議「原子力小委

員会」で今後の検討方針として示す。 
  

●ガス会社が電気の一括受電に参入 
（2014.10.29 日経新聞） 

 ＬＰガス販売のいちたかガスワン（札幌市）

は一括受電事業に参入する。マンションで各世

帯の契約をまとめ、北海道電力と割安な大口契

約を結んで各世帯の電気料金を引き下げる。通

常契約した場合に生じる料金を試算し、各世帯

には毎月5％割安な料金を請求する｡エネルギー

事業の幅を広げ、電気やガス事業の完全自由化

に備える。 
  

●再生エネ100％の広告表現は禁止 
（2014.10.30 読売新聞） 

 経済産業省は、家庭向けの電力小売り自由化

が始まる2016年4月から､再生可能エネルギー

の固定価格買い取り制度を利用する小売業者が

電力を販売する際、再生エネ発電を過度に宣伝

するのを禁止する方針を固めた。全ての電気利

用者の負担で、再生エネの割高な発電費用を補

充しており、業者が再生エネを強調して利益を

上げるのは、理解が得られないと判断した。 

●原発再稼働、30km圏内自治体理解必要 
（2014.11.7 東京新聞） 

 東京電力の姉川尚史常務は、6日の衆院原子

力問題調査特別委員会で、原発再稼働に同意が

必要な「地元」の範囲について「原発の30km

圏内の自治体の理解がなければ、再稼働させる

には十分ではない」と述べた。電力会社幹部が

再稼働の条件として立地自治体以外の「理解」

に言及するのは異例だ。今後、全国にある原発

の再稼働手続きに影響を与える可能性がある。 
  

●米中、温室効果ガス削減で合意 
（2014.11.12 日経新聞） 

 気候変動を巡り米国が20年以降の具体的な削

減目標を示したのは初めて。中国がＣＯ2排出

のピーク年を明らかにしたのも最初だ。ホワイ

トハウス高官は米国の新目標について「50年ま

でに80％削減という先進国の目標の実現を意識

した」と説明。米中の数値目標により「来年パ

リでの国連気候変動会合で目指す温暖化対策の

新枠組み合意に弾みがつく」と強調した。 
  

●原発 国民負担続く 
（2014.11.14 東京新聞） 

 経済産業省は13日、原子力政策に関する有識

者会議「原子力小委員会」で、原発を持つ電力

会社の収益を保証したり、廃炉にする場合の損

失計上についての優遇策などを検討することを

中間整理（案）に盛り込んだ。委員会では年明

けから優遇策の制度設計を議論する。委員を務

める吉岡斉九州大教授は「事故前の原子力政策

と9割変わっていない」と批判した。 
   

●電力５社、再生エネ買取再開へ 
（2014.11.23 日経新聞） 

 大手電力５社は停止している再生可能エネル

ギーの買い取り手続きを再開する方針だ。太陽

光発電設備からの送電を中断する制度の拡大な

ど供給制限のしくみを入れることを条件とす

る。まず九州電力が年内にも受け入れ再開の方

針を表明する。再開で再生エネ事業者は新規参

入の道が開くが、参入条件はこれまでより厳し

くなる。 
  

●ドイツ最大手、原発を分離 
（2014.12.1 共同通信） 

 ドイツのエネルギー最大手エーオンは11月

30日、原子力発電と火力発電の事業を本体から

完全に分離し､独立した会社にすると発表した。

ドイツは東京電力福島原発事故後、2020年末

までの「脱原発」を決めた。エーオンは原発の

停止を余儀なくされ、代替の火力発電の収益性

が低いため、業績が悪化していた。再生可能エ

ネルギーは、欧州での風力発電に重点を置く。 
  

●豪州、原発を否定せず 
（2014.12.1 時事通信） 

 オーストラリアのアボット首相は１日の記者

会見で、「原子力発電を否定しない」と語り、石

炭依存脱却に向け、将来的なエネルギー源とし

て議論する可能性を示唆した。温室効果ガスの

排出削減強化を求める国際世論が高まる中、豪

州は石炭発電が主力のため、１人当たりのガス

排出量は世界でも高水準にあり、原発の燃料と

なるウランの生産大国だが、原発はない。 
  

●送電線増強に入札制度 
（2014.12.2 日経新聞） 

 経済産業省は、再生可能エネルギーの受入れ

拡大に向け、電力会社の送電線への接続を求め

る再生エネ発電事業者を対象に、入札で工事費

の負担を募るしくみを全国に広げる案をまとめ

た。従来は再生エネ事業者１社が接続に必要と

なる送電線増強の工事費をいったん全額負担し

ていたが、入札で複数の事業者が負担を分散す

ることで、増強工事をしやすくする考えだ。 

●温暖化適応費、途上国で最大60兆円 
（2014.12.6 朝日新聞） 

 国連環境計画は５日、温暖化によって引き起

こされる洪水や干ばつ、海面上昇といった被害

を抑える適応策の費用について、2050年には

途上国全体で年間約30兆～60兆円に上る可能

性があるなどとする報告書をまとめた。従来予

測の2～3倍に達する見通し。最新のシミュレー

ションの成果を反映させた。従来は、南アジア

の被害が過小評価されるなどしていたという。 
  

●原発廃炉の費用負担方法 
（2014.12.18 日刊工業新聞） 

 経済産業省は電力会社が原発の廃炉に伴う巨

額の費用を回収する方法について、2016年か

らの電力小売り全面自由化をにらんだ新しいし

くみをまとめた。電気料金に加え、新規参入の

電力小売り事業者が支払う送電線使用料（託送

料金）にも上乗せできるようにする。原発を保

有する電力会社が料金面で新規参入企業より不

利にならないようにするため。 
  

●自治体発電、新電力にも売りやすく 
（2014.12.24 日経新聞） 

 経済産業省は、水力発電設備を保有する自治

体が売電先を大手電力会社から新電力に切り替

えやすくする。現状では大半の自治体が大手電

力と随意契約を結んでおり、新電力に売れない

場合がほとんどだ。新たに指針を策定し、契約

解除のルールを明確にする。経産省は入札が広

がり、単価が14.5円/kWh全国の自治体の売電

収入が年数百億円規模で増えるとみている。 
  

●電力取引監視で第三者機関 
（2014.1.7 日経新聞） 

 経済産業省は、2016年の電力小売り全面自

由化に向け、15年末までに電力取引を監視する

新たな規制機関「電力市場監視委員会」（仮称）

を設ける。自由化後の電力取引が中立公平に行

われているかをチェックし、電力市場の活性化

につなげるのが目的。経産省は１月の通常国会

に関連法案を提出する。国家行政組織法に基づ

き、省庁の下に置く８条委員会案が有力だ。 
  

●東電、電気･ガスをセット販売へ 
（2014.1.9 朝日新聞） 

 東京電力の数土文夫会長は８日、朝日新聞と

のインタビューに応じ、早ければ2017年から

全国で家庭向けに電気とガスのセット販売に乗

り出す方針を明らかにした。携帯電話会社と提

携し、通信サービスもセットで売ることも検討

している。15年度中にも、各家庭につながるパ

イプラインを持つ都市ガス会社の中から提携先

を探し､セット販売ができる体制を整える方針。 
  

●老朽原発5基、廃炉へ 
（2014.1.14 読売新聞） 

 関西､中国､九州電力と日本原子力発電は、運

転開始から40年前後の老朽原発５基について、

廃炉を表明する方針を固めた。県や立地自治体

の議会などで説明し、地元の同意を得た上で、

３月に経済産業相に届け出る。正式に廃炉が決

まるのは４月以降になる見通し。運転開始から

玄海1号機は39年､残る4基は40年を超え､国の

新安全基準を満たすには費用がかかりすぎる。 
  

●電力小売り参入、500社に迫る 
（2014.1.20 日経新聞） 

 電力会社以外の企業が電力小売りに参入する

動きが広がってきた。新電力として経済産業省

に届け出た企業は2014年末に468社と１年で

3.7倍に増えた。日立造船がごみ焼却施設で発

電した電気を４月から販売するなど電気の調達

方法も広がっている。電力会社の料金引き上げ

で相対的に価格が割安になるとみて参入意欲を

高めているようだ。 

環境・エネルギー 
８行ニュース 

※報道記事を抜粋したものです 

2 

 

  
 

10
月
24
日
・
25
日
の
２
日
間
、
石
川
県
金

沢
市
で
開
催
さ
れ
た
「
市
民
・地
域
共
同
発
電

所
全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム
２
０
１
４
」に
参
加
し
て
き

ま
し
た
。
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
は
２
日
間
で
延
べ
３
４

０
人
の
方
々
が
参
加
し
、
市
民
・
地
域
に
よ
る

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
発
電
と
供
給
の
可
能

性
に
つ
い
て
話
し
あ
い
ま
し
た
。 

 

●
九
州
電
力
に
よ
る
接
続
中
断 

 
 

こ
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
は
、
１
９
９
０
年
代
後
半
か

ら
広
が
り
を
見
せ
つ
つ
あ
っ
た
市
民
共
同
発
電

所
づ
く
り
の
動
き
を
受
け
て
、
そ
の
経
験
交
流

や
政
策
提
言
な
ど
を
目
的
に
２
０
０
２
年
に
第

１
回
フ
ォ
ー
ラ
ム
が
滋
賀
県
大
津
市
で
開
催
さ

れ
、
補
助
制
度
の
低
迷
な
ど
に
伴
う
中
断
を

経
て
、
一
昨
年
の
秋
京
都
府
京
都
市
で
再
開

さ
れ
ま
し
た
。
２
０
１
２
年
７
月
か
ら
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
電
気
を
固
定
価
格
で
買

い
取
る
制
度
が
始
ま
り
、
市
民
や
地
域
ぐ
る
み

に
よ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
事
業
が
活

発
化
し
た
た
め
で
す
。 

 
 

し
か
し
、
フ
ォ
ー
ラ
ム
開
催
直
前
の
９
月
に

は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
事
業
に
取
り

組
む
市
民
や
事
業
者
に
激
震
が
走
り
ま
し

た
。
九
州
電
力
に
よ
る
系
統
接
続
の
申
込
中

断
で
す
。
結
局
、
発
電
出
力
50
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以

下
に
つ
い
て
は
申
込
受
付
を
再
開
し
た
も
の

の
、
こ
の
騒
動
を
通
じ
て
、
将
来
的
な
制
度
運

用
へ
の
不
安
の
声
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導

入
そ
の
も
の
を
疑
問
視
す
る
声
も
出
て
き
ま

し
た
。 

 
 

今
回
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
は
、
固
定
価
格
買
取
制

度
が
３
年
目
に
入
り
、
様
々
な
課
題
が
明
ら

か
に
な
る
中
で
の
開
催
と
な
り
ま
し
た
。
冒
頭

の
基
調
講
演
で
は
、
当
時
経
産
省
で
制
度
づ
く

り
を
担
当
し
た
村
上
亮
介
さ
ん
が
、
３
年
目

を
迎
え
た
制
度
の
課
題
や
改
善
点
に
つ
い
て
語

り
ま
し
た
。 

 

●
フ
ェ
ア
過
ぎ
た
制
度
設
計 

 

「
知
恵
無
き
ま
ま
３
年
が
過
ぎ
ま
し
た
…
」 

村
上
さ
ん
は
、
固
定
価
格
買
取
制
度
の
経
過

に
つ
い
て
こ
う
述
べ
な
が
ら
、
な
ぜ
太
陽
光
発

電
だ
け
が
、
し
か
も
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
が
急
速
に

増
え
た
の
か
に
つ
い
て
税
制
と
銀
行
融
資
を
挙

げ
ま
し
た
。 

 
 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
発
電
設
備
は

即
時
償
却
の
対
象
と
し
て
、
税
制
上
の
優
遇

措
置
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ
の
た

め
、
大
企
業
や
投
資
家
が
即
時
償
却
を
目
的

と
し
て
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
に
投
資
し
た
こ
と
が
大

き
な
要
因
に
な
っ
て
い
る
と
し
ま
し
た
。
そ
し
て

そ
の
建
設
用
地
を
購
入
す
る
た
め
に
莫
大
な

資
金
を
銀
行
が
貸
し
付
け
、
土
地
売
買
が
活

発
化
す
る
こ
と
で
地
域
経
済
を
刺
激
し
た
こ

と
も
後
押
し
し
た
と
し
て
い
ま
す
。 

 
 

こ
う
し
た
状
況
を
ま
ね
い
た
こ
と
に
つ
い
て
、

村
上
さ
ん
は
「制
度
設
計
が
フ
ェ
ア
過
ぎ
た
」と

言
い
ま
す
。
市
場
に
モ
ラ
ル
が
期
待
で
き
な
い

一
方
で
、
行
政
に
よ
る
裁
量
＝
判
断
基
準
を

除
外
す
る
た
め
に
、
基
準
や
規
制
を
極
力
設

け
な
い
制
度
に
し
た
結
果
、
大
企
業
や
投
資

家
に
よ
る
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
の
乱
立
を
招
い
て
し

ま
っ
た
と
い
う
の
で
す
。 

 
 

そ
し
て
村
上
さ
ん
は
、
固
定
価
格
買
取
制

度
の
解
決
す
べ
き
課
題
と
し
て
、
①
系
統
技
術

の
向
上
、
②
地
域
資
源
と
し
て
の
理
解
、
③
制

度
設
計
の
見
直
し
、
の
３
点
を
挙
げ
ま
し
た
。

九
州
電
力
が
系
統
接
続
の
申
込
を
中
断
し
た

理
由
は
需
給
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
る
と
い
う
も
の

で
す
。
貯
め
ら
れ
な
い
電
気
は
、
発
電
量
と
消

費
量
が
常
に
バ
ラ
ン
ス
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
を
受
け

入
れ
る
と
消
費
し
き
れ
な
く
な
る
危
険
性
が

あ
る
と
言
う
わ
け
で
す
。
し
か
し
、
需
給
バ
ラ

ン
ス
予
測
を
積
み
上
げ
る
こ
と
で
導
入
可
能
量

が
増
や
せ
る
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
地
域
資
源
で
あ
る
と
理
解
を

得
る
工
夫
を
す
る
必
要
が
あ
り
、
制
度
に
つ
い

て
も
発
電
規
模
別
や
建
設
工
期
別
の
買
取
価

格
設
置
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
し
ま
し
た
。

最
後
に
彼
は
こ
う
結
論
づ
け
ま
し
た
。 

 

「
事
業
に
参
入
す
る
事
業
者
の
リ
テ
ラ
シ
ー

の
低
さ
も
問
題
で
あ
り
、
安
易
な
儲
け
方
を

許
さ
な
い
市
場
を
作
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

そ
し
て
、
次
の
道
を
見
つ
け
て
い
く
の
は
技
術
だ

と
思
い
ま
す
」 

 

●
地
産
地
消
の
電
力
供
給
と
は 

 
 

分
科
会
で
は
「
共
同
発
電
所
の
つ
く
り
か

た
」
「木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
」
「地
産
地
消
の
電

力
小
売
供
給
」
「再
エ
ネ
普
及
に
向
け
た
協
働
」

の
４
つ
に
分
か
れ
て
報
告
・討
議
が
行
わ
れ
ま

し
た
。 

 
 

地
産
地
消
の
電
力
小
売
供
給
で
は
、
市
民

電
力
連
絡
会
の
竹
村
英
明
さ
ん
を
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
に
、
う
な
か
み
の
大
地
株
式
会
社
の

鈴
木
松
夫
さ
ん
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
地
域
再
生
機

構
の
野
村
典
博
副
理
事
長
、
そ
れ
に
山
﨑
が
パ

ネ
リ
ス
ト
と
な
り
、
地
域
で
作
ら
れ
た
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
電
力
を
地
域
に
供
給
す 

市
民
・地
域
共
同
発
電
所 

全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム
２
０
１
４ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

事
務
局
長
・
山
﨑
求
博 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

金 沢 

会場の金沢文化ホールには340名もの人々が参加した 
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る
た
め
の
課
題
や
可
能
性
に
つ
い
て
話
し
あ
い

ま
し
た
。 

 
 

鈴
木
さ
ん
は
、
生
協
の
パ
ル
シ
ス
テ
ム
が
事
業

所
向
け
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
を
供

給
す
る
た
め
に
設
立
し
た
子
会
社
「
う
な
か
み

の
大
地
」を
運
営
し
て
い
ま
す
。
必
要
な
電
力

量
を
ま
か
な
う
た
め
に
山
形
県
の
バ
イ
オ
マ
ス

発
電
所
や
栃
木
県
の
土
地
改
良
区
に
あ
る
小

水
力
発
電
所
な
ど
か
ら
電
力
を
調
達
し
て
い

ま
す
が
、
需
要
と
供
給
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
る
た

め
に
24
時
間
監
視
体
制
を
と
っ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
予
め
届
け
出
た
電
力
供
給
量
が
足
ら
な

く
な
る
と
電
力
会
社
か
ら
高
い
単
価
で
電
気

を
買
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
イ
ン
バ
ラ

ン
ス
制
度
の
緩
和
が
必
要
だ
と
し
て
い
ま
し
た
。 

 
 

野
村
さ
ん
は
、
岐
阜
県
に
あ
る
地
域
再
生

機
構
で
地
域
お
こ
し
を
手
が
け
て
い
ま
す
。
そ

の
ひ
と
つ
岐
阜
県
郡
上
市
の
白
鳥
地
区
に
あ

る
石
徹
白
集
落
で
は
小
水
力
発
電
を
テ
コ
に

進
め
て
い
ま
す
が
、
そ
の
き
っ
か
け
は
集
落
に

小
学
校
を
残
す
＝
集
落
を
存
続
さ
せ
る
こ
と

で
し
た
。
現
在
、
出
力
１
４
０
キ
ロ
ワ
ッ
ト
の
小

水
力
発
電
所
を
建
設
す
べ
く
、
水
源
で
あ
る
農

業
用
水
路
を
管
理
・
運
営
す
る
農
協
を
新
し

く
設
立
し
て
い
ま
す
。
こ
の
発
電
所
が
で
き
る

と
、
集
落
の
電
力
需
要
を
ま
か
な
う
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
る
そ
う
で
す
。
実
は
、
集
落
の

電
力
を
供
給
し
て
い
る
の
中
部
電
力
で
は
な
く

北
陸
電
力
で
、
２
系
統
の
送
電
線
を
は
る
ば
る

山
を
越
え
て
延
ば
し
て
い
る
の
で
す
が
、
北
陸

電
力
は
送
配
電
線
の
管
理
を
集
落
に
あ
る
電

設
業
者
に
請
け
負
わ
せ
て
い
る
の
で
す
。
つ
ま

り
集
落
に
技
術
や
ノ
ウ
ハ
ウ
が
蓄
積
さ
れ
て
お

り
、
集
落
が
独
立
す
る
こ
と
も
夢
で
は
な
さ
そ

う
で
す
。 

 
 

私
か
ら
は
、
電
力
会
社
で
な
い
民
間
企
業
が

発
電
し
、
そ
の
電
力
を
地
域
の
協
同
組
合
が

配
電
し
て
い
る
屋
久
島
の
事
例
を
紹
介
し
、
電

力
自
由
化
前
で
あ
っ
て
も
電
力
会
社
以
外
の

者
が
発
送
配
電
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
指
摘

し
ま
し
た
。 

 
 

パ
ネ
ル
討
論
で
は
、
う
な
か
み
の
大
地
の
経

験
や
ノ
ウ
ハ
ウ
に
学
び
つ
つ
、
屋
久
島
で
の
事

例
を
参
考
に
し
な
が
ら
、
石
徹
白
集
落
が
ド

イ
ツ
の
シ
ェ
ー
ナ
ウ
の
よ
う
に
電
力
会
社
か
ら

独
立
す
る
こ
と
も
可
能
で
は
な
い
か
と
の
方
向

性
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
参
加
者
か
ら
は
、

地
産
地
消
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
、
送
電

線
の
強
化
に
よ
っ
て
全
国
に
融
通
さ
せ
る
の
は

本
末
転
倒
で
は
な
い
か
と
の
意
見
が
あ
り
、
発

電
所
か
ら
の
送
電
距
離
に
応
じ
た
電
気
料
金

制
度
に
す
べ
き
だ
と
の
提
案
も
あ
り
ま
し
た
。 

 

●
市
民
共
同
節
電
所
の
可
能
性 

 
 

フ
ォ
ー
ラ
ム
終
了
後
、
福
井
ま
で
足
を
伸
ば

し
ま
し
た
。
福
井
県
温
暖
化
防
止
活
動
推
進

セ
ン
タ
ー
を
兼
ね
て
い
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
「
エ
コ
プ
ラ

ン
ふ
く
い
」の
取
り
組
み
を
見
に
行
く
た
め
で

す
。
ま
ず
、
理
事
の
吉
川
さ
ん
の
案
内
で
、
駅

前
商
店
街
に
あ
る
市
民
共
同
節
電
所
を
見
学

し
ま
す
。
こ
の
商
店
街
の
照
明
は
白
色
の
水
銀

ラ
ン
プ
で
し
た
が
、
電
気
代
が
か
か
る
た
め
に
Ｌ

Ｅ
Ｄ
照
明
に
交
換
し
ま
し
た
。
資
金
は
、
金
融

機
関
か
ら
の
融
資
の
ほ
か
市
民
出
資
を
募
っ
て

集
め
て
い
ま
す
。
ち
な
み
に
、
水
銀
ラ
ン
プ
に
か

か
る
電
気
料
金
は
年
間
１
３
０
万
円
で
す
が
、

Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
に
交
換
す
る
こ
と
で
年
間
15
万

円
に
圧
縮
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
こ
の
た

め
、
年
利
１
・
５
パ
ー
セ
ン
ト
の
配
当
を
見
込
め

る
そ
う
で
す
。
大
型
施
設
の
省
エ
ネ
を
市
民
出

資
で
行
う
こ
の
手
法
は
、
東
京
の
よ
う
な
都
市

部
で
大
変
有
効
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。 

 
 

全
量
固
定
価
格
買
取
制
度
は
ど
ん
ど
ん
変

わ
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。
太
陽
光
発
電
の
買
取
価

格
は
下
が
る
ば
か
り
で
、
15
年
度
は
キ
ロ
ワ
ッ

ト
時
あ
た
り
20
円
後
半
と
家
庭
の
電
気
料
金

と
さ
し
て
変
わ
り
ま
せ
ん
。
今
回
の
フ
ォ
ー
ラ

ム
に
集
っ
た
市
民
・地
域
主
導
に
よ
る
小
規
模

な
発
電
事
業
で
は
事
業
が
成
り
立
た
な
く
な

る
で
し
ょ
う
。 

 
 

私
た
ち
と
し
て
は
、
太
陽
光
発
電
の
買
取
価

格
を
規
模
別
に
変
え
て
、
小
規
模
施
設
か
ら

は
高
く
買
い
取
っ
て
欲
し
い
と
政
府
に
求
め
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
一
方
で
、

事
業
面
か
ら
み
る
場
合
、
太
陽
光
発
電
で
稼

げ
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
福
井
で
見
た
よ
う
な
節

電
所
へ
の
投
資
を
募
っ
て
収
益
を
上
げ
る
こ
と

で
、
採
算
の
合
わ
な
い
太
陽
光
発
電
事
業
を
カ

バ
ー
で
き
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
市
民
・地
域

主
導
に
よ
る
共
同
発
電
事
業
を
め
ぐ
る
状
況

は
厳
し
さ
を
増
す
ば
か
り
で
す
が
、
や
れ
る
こ

と
は
ま
だ
ま
だ
あ
る
と
思
う
の
で
す
。 

     

 

分科会の様子。右は竹村さん（市民電力連絡会） 

福井駅前の商店街「ガレリア元町」にある市民共同節電所 
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ン
ク
で
あ
り
、
全
国
の
市
民
や
メ

デ
ィ
ア
に
向
け
て
情
報
を
発
信

す
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
で
あ

り
、
強
大
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を

バ
ッ
ク
に
国
政
へ
働
き
か
け
る
ロ

ビ
イ
ン
グ
団
体
で
あ
る
。  

発
起
人
団
体
に
は
、
「再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
事
務
所
」
、
国
内
最
大
の
再
エ
ネ
業
界
団

体
「
ド
イ
ツ
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
者
連

合
会
」
、
「
１
０
０
％
再
生
可
能
財
団
」
、
「
エ
ネ

ル
ギ
ー
転
換
を
今
＝
エ
ネ
ル
ギ
ー
協
同
組
合

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
、
「
Ｇ
Ｌ
Ｓ
銀
行
財
団
」
な
ど
、

11
団
体
が
名
を
連
ね
て
い
る
。
独
自
調
査
、

意
見
表
明
、
説
得
力
あ
る
わ
か
り
や
す
い
図

表
や
統
計
情
報
の
提
供
等
の
ほ
か
、
全
国
集

会
や
、
「市
民
エ
ネ
ル
ギ
ー
ア
カ
デ
ミ
ー
」と
い

う
ウ
ェ
ブ
を
活
用
し
た
全
国
向
け
セ
ミ
ナ
ー
を

開
催
。
地
域
の
担
い
手
が
交
流
し
、
新
た
な
事

業
領
域
や
政
策
動
向
、
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
を
学

び
、
ス
キ
ル
と
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高
め
あ
う
場

を
提
供
し
て
い
る
。
真
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
を

前
進
さ
せ
る
の
は
市
民
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
担
い
手

た
ち
だ
、
我
々
の
声
を
共
に
強
く
発
信
し
よ

う
、
と
鼓
舞
を
つ
づ
け
て
い
る
。 

 

●
費
用
負
担
の
議
論
は
透
明
性
が
不
可
欠 

制
度
面
か
ら
10
～
15
年
先
行
す
る
ド
イ

ツ
の
現
状
か
ら
得
ら
れ
る
教
訓
は
何
か
。 

ド
イ
ツ
で
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
の
後
退
が
議
論
さ
れ

た
背
景
の
ひ
と
つ
に
、
再
エ
ネ
賦
課
金
の
上
昇

に
よ
る
消
費
者
の
負
担
増
へ
の
対
応
を
迫
る
声

が
高
ま
っ
た
こ
と
が
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
集
約
型
の
大
口
需
要
家
に
対
し
、
賦
課

金
を
軽
減
す
る
措
置
の
対
象
範
囲
は
、
12
年

法
で
年
間
電
力
消
費
量
10
ギ
ガ
ワ
ッ
ト
時
か

ら
１
ギ
ガ
ワ
ッ
ト
時
超
に
条
件
が
緩
和
さ
れ

た
。
対
象
と
な
る
事
業
者
は
３
倍
増
と
予
想

さ
れ
、
消
費
者
団
体
や
環
境･

エ
ネ
ル
ギ
ー
分

野
の
業
界
団
体
、
活
動
体
か
ら
不
満
の
声
が

上
が
っ
て
い
た
。 

ま
た
、
14
年
法
で
大
規
模
事
業
者
に
有
利

な
制
度
改
革
が
行
わ
れ
た
背
景
に
は
、
大
手

電
力
会
社
の
経
営
状
況
の
悪
化
が
あ
る
と
も

言
わ
れ
て
い
る
。
電
力
市
場
で
再
エ
ネ
の
供
給

力
が
拡
大
す
る
中
、
大
手
電
力
会
社
は
、
旧

来
の
火
力
等
大
型
発
電
設
備
を
温
存
し
、
そ

の
稼
働
率
は
低
下
し
て
い
た
。
ド
イ
ツ
で
導
入

さ
れ
た
再
エ
ネ
設
備
容
量
の
う
ち
、
大
手
４
電

力
会
社
が
所
有
す
る
設
備
は
５
％
に
満
た
な

い
。
そ
こ
で
、
大
資
本
が
参
入
し
や
す
い
洋
上

風
力
支
援
策
が
手
厚
く
な
っ
て
い
る
と
の
主
張

が
あ
る
。 

日
本
の
再
エ
ネ
特
措
法
で
も
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

多
消
費
産
業
を
対
象
に
、
賦
課
金
の
軽
減
措

置
が
と
ら
れ
て
い
る
。
再
エ
ネ
導
入
は
消
費
者

に
と
っ
て
高
負
担
か
ど
う
か
。
ま
ず
、
論
点
を

再
エ
ネ
賦
課
金
の
多
寡
に
矮
小
化
さ
せ
ず
、
原

発
や
化
石
燃
料
等
の
社
会
的
コ
ス
ト
の
見
え
る

化
が
必
要
だ
。
ま
た
、
め
ざ
す
未
来
や
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
描
き
な
が
ら
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
転
換
に
必
要
な
コ
ス
ト
は
何
か
、
公

平
な
費
用
負
担
が
さ
れ
て
い
る
か
、
公
開
の
議

論
と
透
明
性
の
確
保
が
不
可
欠
に
な
る
。 

 

●
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
の
核
心
は
社
会
変
革 

Ｅ
Ｅ
Ｇ
で
は
、
電
力
供
給
に
占
め
る
再
エ
ネ

割
合
を
「
20
年
ま
で
に
35
％
、
50
年
ま
で
に

80
％
以
上
」と
野
心
的
な
中
長
期
目
標
を
明

文
化
。
国
と
し
て
、
社
会
に
強
い
シ
グ
ナ
ル
を

発
し
て
い
る
。 

ま
た
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
、
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
の

成
果
の
ひ
と
つ
と
し
て
、
ド
イ
ツ
で
は
市
場
占

有
率
が
大
き
く
変
化
し
た
。
４
大
電
力
会
社
の

シ
ェ
ア
は
、
発
電
分
野
で
04
年
の
95
・
６
％
か

ら
13
年
に
は
68
％
へ
低
下
、
小
売
分
野
で
は
、

同
じ
く
72
％
か
ら
48
・
５
％
へ
低
下
。
エ
ネ
ル

ギ
ー
事
業
の
分
権
化
が
進
ん
で
い
る
の
だ
。 

Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
の
目
的
は
、
買
取
補
償
に
よ
る

再
エ
ネ
促
進
の
み
で
は
な
い
。
再
エ
ネ
特
措
法
の

本
来
の
目
的
＝
第
１
条
、
を
達
成
す
る
に
は
、

持
続
的
で
安
定
し
た
再
エ
ネ
事
業
領
域
の
育

成
が
不
可
欠
で
あ
り
、
中
長
期
的
な
目
標
値

や
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
、
国
は
示
す
べ
き
で
あ
る
。

そ
し
て
、
再
エ
ネ
電
力
の
供
給
量
を
増
や
す
た

め
に
、
電
力
小
売
市
場
の
公
正
な
競
争
の
た
め

に
、
送
配
電
網
の
広
域
的
で
公
正
な
運
用
が

な
さ
れ
る
よ
う
、
情
報
の
透
明
性
を
担
保
し
、

強
い
規
制
機
関
の
設
置
、
送
配
電
部
門
の
所

有
権
分
離
を
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。 

 

●
再
生
エ
ネ
は
地
域
サ
ー
ビ
ス
事
業
へ 

国
の
制
度
で
不
十
分
な
点
は
、
自
治
体
と

の
協
働
や
民
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な
ど
で
補
完

し
あ
い
、
魅
力
的
な
事
業
領
域
を
作
る
こ
と
が

肝
要
と
な
る
だ
ろ
う
。
国
の
政
策
に
過
度
に
依

存
し
な
い
、
制
度
の
変
更
に
揺
る
が
な
い
、
地

域
の
仕
組
み
を
築
く
こ
と
が
、
持
続
可
能
な

地
域
づ
く
り
に
も
つ
な
が
る
。 

日
本
で
も
、
太
陽
光
発
電
の
グ
リ
ッ
ト
パ
リ

テ
ィ
到
来
や
、
燃
料
費
、
消
費
税
、
託
送
料
、

廃
炉
費
用
な
ど
に
よ
る
電
力
料
金
の
値
上
が

り
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。
消
費
者
と
エ
ネ
ル

ギ
ー
生
産
者
が
地
域
で
つ
な
が
る
、
新
し
い
事

業
領
域
を
開
拓
し
、
定
着
さ
せ
る
こ
と
が
、
系

統
や
電
力
料
金
制
度
か
ら
で
き
る
だ
け
独
立

し
た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
や
消
費
者
保

護
の
自
衛
策
に
な
っ
て
い
く
だ
ろ
う
。 

市
民
の
枠
を
超
え
た
、
公
益
事
業
体
、
業

界
団
体
、
農
協
、
小
売
事
業
者
と
、
例
え
ば
、

自
治
体
新
電
力
や
生
協
新
電
力
と
、
市
民
・

地
域
共
同
発
電
所
と
の
連
携
な
ど
か
ら
、
多

様
な
好
影
響
が
生
ま
れ
る
に
違
い
な
い
。
一
括

購
入
事
業
、
節
電
・
エ
ス
コ
事
業
、
自
家
消
費
事

業
等
への
参
入
が
、
期
待
さ
れ
る
。 

 
 

鳥
取
か
ら
も
、
全
国
の
仲
間
と
連
携
し
な

が
ら
、
ド
イ
ツ
で
奮
闘
す
る
市
民
の
動
き
か
ら

も
ヒ
ン
ト
を
得
な
が
ら
、
再
エ
ネ
の
地
域
で
の
活

用
と
価
値
の
循
環
を
推
進
し
、
地
域
の
人
々

と
力
を
合
わ
せ
、
持
続
可
能
な
共
生
の
未
来

作
り
を
進
め
て
い
き
た
い
。  
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密
着
型
の
小
規
模
な
再
エ
ネ
事
業
体
に
不
利

に
働
き
、
事
業
者
の
多
様
性
切
り
捨
て
に
つ
な

が
る
。 

再
エ
ネ
は
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に
よ
っ
て
事
業

の
予
見
性
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
で
、
多
様
な
主

体
に
よ
っ
て
同
時
多
発
的
に
導
入
が
進
ん
で
き

た
。
「
入
札
」に
よ
っ
て
、
新
規
発
電
設
備
の
導

入
が
管
理
さ
れ
る
う
え
、
担
い
手
の
分
散
化
が

進
ん
だ
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
が
、
大
規
模
事
業

者
の
手
に
集
約
、
支
配
さ
れ
て
し
ま
う
、
と
非

難
の
声
が
上
が
っ
て
い
る
。 

以
下
は
、
大
き
く
変
わ
る
新
た
な
制
度
に

適
応
し
、
事
業
領
域
を
開
拓
す
る
動
き
、
そ
し

て
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
型
の
市
民
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業

体
が
連
携
を
強
化
す
る
動
き
で
あ
る
。 

 

●
ハ
イ
デ
ル
ベ
ル
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
協
同
組
合 

 
 

太
陽
光
発
電
の
導
入
か
ら
事
業
を
ス
タ
ー

ト
し
た
ハ
イ
デ
ル
ベ
ル
ク
エ
ネ
ル
ギ
ー
協
同
組
合

＝
Ｈ
Ｅ
Ｇ
は
、
10
年
９
月
、
教
育
大
学
の
学
生

た
ち
が
主
体
と
な
り
設
立
さ
れ
た
。
ゼ
ミ
で
教

育
テ
ー
マ
と
し
て
「
気
候
変
動
、
持
続
可
能
性
」

を
掘
り
下
げ
、
教
師
と
な
る
自
分
た
ち
が
で
き

る
こ
と
を
実
践
し
よ
う
、
と
始
め
た
の
だ
と
い

う
。
設
立
当
初
か
ら
理
事
を
務
め
る
ギ
ー
ス

ラ
ー
さ
ん
は
、
そ
う
話
し
て
く
れ
た
。 

 
 

12
年
秋
に
訪
ね
た
時
点
ま
で
に
、
大
学
施

設
の
屋
根
等
に
17
・
５
キ
ロ
ワ
ッ
ト
、
72
キ
ロ

ワ
ッ
ト
、
41
キ
ロ
ワ
ッ
ト
、
58
キ
ロ
ワ
ッ
ト
の
４

発
電
所
を
設
置
。
す
べ
て
、
金
融
機
関
か
ら
融

資
を
受
け
ず
、
出
資
金
＝
利
子
４
％
の
み
で

建
設
さ
れ
た
。
各
事
業
と
も
約
３
～
４
週
間
で

必
要
資
金
を
確
保
し
た
そ
う
だ
。
温
め
て
い
る

構
想
が
あ
る
、
と
話
し
て
い
た
の
が
次
の
事
業

だ
。 

<

集
合
住
宅
の
屋
根
か
ら
住
人
へ
直
接
電
力
小

売>
 Ｈ

Ｅ
Ｇ
と
集
合
住
宅
所
有
者
と
の
間
で
12

年
、
事
業
協
力
に
合
意
。
13
年
春
、
７
棟
の
集

合
住
宅
屋
根
に
合
計
４
４
５
・５
キ
ロ
ワ
ッ
ト
の

設
備
が
導
入
さ
れ
た
。
年
間
約
37
万
キ
ロ
ワ
ッ

ト
時
を
発
電
し
、
計
算
上
、
４
人
世
帯
の
家
庭

１
０
０
軒
に
十
分
な
電
力
を
供
給
で
き
る
。
集

合
住
宅
の
賃
借
人
は
、
Ｈ
Ｅ
Ｇ
が
小
売
す
る
電

力
メ
ニ
ュ
ー
「ソ
ー
ラ
ー
電
力
ダ
イ
レ
ク
ト
」
に

切
り
替
え
る
だ
け
で
、
自
分
た
ち
が
暮
ら
す
住

宅
の
屋
根
か
ら
届
く
電
力
を
直
接
利
用
で
き

る
う
え
、
国
産
１
０
０
％
の
再
エ
ネ
電
力
を
使

う
こ
と
が
で
き
る
。
屋
根
で
生
ま
れ
た
電
力

は
、
ま
ず
住
人
に
供
給
さ
れ
、
余
剰
分
は
系
統

に
流
す
。
Ｈ
Ｅ
Ｇ
は
、
屋
根
か
ら
の
電
力
と
、
１

９
９
８
年
創
立
の
エ
コ
電
力
小
売
会
社
、
ナ
チ
ュ

ア
シ
ュ
ト
ロ
ー
ム
社
＝N

atu
rstro

m
 A

G

か
ら
仕

入
れ
る
小
水
力
電
力
と
を
組
み
合
わ
せ
て
供

給
す
る
。 

料
金
は
、
従
量
分
が
キ
ロ
ワ
ッ
ト
時
当
た
り

25
・
４
セ
ン
ト
、
基
本
料
金
が
月
６
・
95
ユ
ー
ロ

で
、
地
元
の
都
市
事
業
体
が
小
売
す
る
電
気

料
金
よ
り
お
得
。
そ
の
理
由
は
、
直
接
供
給
＋

消
費
す
る
こ
と
で
、
再
エ
ネ
賦
課
金
や
売
上
税

を
料
金
に
上
乗
せ
せ
ず
に
す
む
か
ら
だ
。
電

力
小
売
会
社
に
と
っ
て
も
、
住
人
に
と
っ
て
も
、

お
得
で
、
安
定
し
た
＝
制
度
の
影
響
を
う
け
に

く
い
電
力
料
金
で
あ
る
、
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
が
、

特
徴
で
あ
る
。 

こ
の
地
産
地
消
型
の
電
力
供
給
モ
デ
ル
は
、

新
た
な
事
業
領
域
と
し
て
、
ま
た
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム
全
体
を
捉
え
て
も
安
い
コ
ス
ト
で

分
散
型
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
に
大
い
に
貢
献
す

る
と
し
て
、
注
目
さ
れ
て
い
る
。
14
年
に
は
、

ド
イ
ツ
・
ソ
ー
ラ
ー
賞
も
受
賞
し
て
い
る
。 

 

●
電
力
小
売
協
同
組
合
「市
民
電
力
」 

市
民
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
吹
く
逆

風
を
跳
ね
返
す
に
は
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
生
産
者
と
消
費
者
と

の
共
同
が
重
要
に
な
る
。
そ
れ

を
実
現
す
る
た
め
に
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
生
産
協
同
組
合
22

組

合
が
連
合
し
、
電
力
小
売
協

同
組
合
「
市
民
電
力
」を
設
立

し
た
。 

 

市
民
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
体
の

多
く
が
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
を
追
い

風

に
、
発

電

事

業

か
ら
ス

タ
ー
ト
を
切
っ
た
。
ド
イ
ツ
で

導
入
さ
れ
た
再
エ
ネ
設
備
の
約
半
分
は
、
市
民

や
農
民
が
所
有
し
て
い
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産

協
同
組
合
は
、
地
元
に
組
合
員
が
い
て
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
が
あ
り
、
地
域
に
受
け
入
れ
ら
れ
て
い

る
。
一
方
で
、
さ
ら
に
発
電
設
備
を
増
や
し
た

い
が
、
状
況
が
不
透
明
で
あ
り
、
直
接
売
電
す

る
に
も
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
な
組
織
で
は
限
界
が
あ

る
。 そ

こ
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
小
売
協
同
組
合
が
、

電
力
を
地
域
で
売
る
業
務
を
担
う
。
エ
ネ
ル

ギ
ー
生
産
協
同
組
合
は
、
発
電
す
る
電
力
を

地
域
で
商
品
化
し
、
販
売
先
を
自
ら
開
拓
す

る
。
組
合
員
に
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
や
メ
リ
ッ
ト

を
提
供
で
き
、
組
合
員
層
を
広
げ
る
と
と
も

に
、
発
電
設
備
を
増
や
す
こ
と
が
で
き
る
。

「
市
民
電
力
」
は
、
透
明
性
と
非
利
潤
至
上
主

義
を
掲
げ
、
実
費
で
運
営
さ
れ
、
地
域
で
の
電

力
の
小
売
に
よ
る
利
潤
が
、
発
電
す
る
個
々
の

協
同
組
合
へ
フ
ェ
ア
に
還
元
さ
れ
る
、
生
産
組

合
が
共
存
共
栄
で
き
る
小
売
事
業
だ
。 

こ
の
事
業
が
重
要
で
あ
る
理
由
は
、
い
ず

れ
、
再
エ
ネ
設
備
の
導
入
事
業
は
、
発
電
し
た

電
力
の
直
接
販
売
に
よ
っ
て
の
み
、
成
り
立
つ

よ
う
に
な
る
点
に
あ
る
。
さ
ら
に
、
重
要
な
の

は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
生
産
者
が
自
ら
小
売
市
場

と
つ
な
が
り
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
か
ら
自
立
す
る
準

備
を
進
め
る
こ
と
、
ま
た
、
専
門
性
を
高
め
、

新
た
な
事
業
コ
ン
セ
プ
ト
を
掲
げ
る
こ
と
で
収

入
源
を
多
様
化
し
、
事
業
体
の
安
定
性
＝
制

度
や
景
気
等
か
ら
の
非
依
存
性
を
高
め
る
こ

と
。
そ
う
す
る
こ
と
で
、
市
民
発
電
所
が
生
む

電
力
の
供
給
割
合
を
よ
り
ス
ピ
ー
デ
ィ
に
高

め
、
分
散
型
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
を
進
め
る
た

め
だ
と
い
う
。 

15
年
１
月
現
在
、
組
合
数
は
24
組
合
、
組

合
員
総
数
は
約
４
３
７
０
、
全
土
に
１
５
８
の
発

電
設
備
を
有
し
、
設
備
容
量
は
17

・７
メ
ガ

ワ
ッ
ト
超
、
年
間
２
４
８
０
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
時
の

発
電
が
可
能
で
あ
る
。 

 

●
市
民
エ
ネ
ル
ギ
ー
同
盟 

中
央
集
権
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー

転
換
を
阻
み
、
市
民
の
手
に
よ

る
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
を
立
ち
止

ま
ら
せ
な
い
た
め
に
は
、
政
治
や

社
会
へ
の
働
き
か
け
を
強
化
し
、

あ
ら
ゆ
る
力
を
結
集
す
る
必
要

が
あ
る
。
14
年
１
月
、
「
市
民
エ

ネ
ル
ギ
ー
同
盟
」
は
こ
の
認
識
の

元
、
設
立
さ
れ
た
。
知
見
や
情

報･

人
材
を
集
積
す
る
シ
ン
ク
タ

4 

 

 

昨
年
９
月
24
日
、
九
電
シ
ョ
ッ
ク
が
日
本
中

を
駆
け
巡
っ
た
。
事
態
の
解
決
に
向
け
て
「
系

統
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」
が
政
府
部
内
に
設

置
さ
れ
、
早
く
も
12
月
18
日
に
「再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
特
別
措
置
法
に
係
る
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
」
が
出
さ
れ
た
。
１

月
９
日
ま
で
と
い
う
、
短
い
パ
ブ
コ
メ
期
間
を
経

て
、
１
月
23
日
に
省
令
公
布
、
１
月
26
日
か

ら
施
行
さ
れ
る
段
取
り
の
よ
さ
だ
。 

電
力
会
社
の
主
張
や
系
統
ワ
ー
キ
ン
グ
グ

ル
ー
プ
が
取
り
ま
と
め
た
内
容
、
政
府
の
や
り

方
に
は
、
納
得
の
い
か
な
い
こ
と
ば
か
り
だ
。
た

だ
、
電
力
会
社
が
、
い
よ
い
よ
悲
鳴
を
上
げ
る

ほ
ど
、
再
エ
ネ
特
措
法
に
よ
る
固
定
価
格
買
取

補
償
制
度
＝
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
を
追
い
風
に
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
が
進
み
つ
つ
あ
る
こ
と

も
事
実
だ
。 

 
 

Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
の
導
入
と
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革

で
先
行
し
、
日
本
に
比
肩
す
る
経
済
規
模
、
人

口
を
擁
す
る
国
ド
イ
ツ
。
今
や
、
電
源
構
成
の

４
分
の
１
を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
占
め
て

い
る
。
そ
の
ド
イ
ツ
で
今
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
の
変
革

が
著
し
い
。
大
き
な
方
向
性
と
し
て
、
「ボ
ト
ム

ア
ッ
プ
型
」
か
ら
「
中
央
集
権
的
な
」
エ
ネ
ル

ギ
ー
転
換
へ
と
舵
を
切
る
制
度
改
正
が
行
わ

れ
た
。
真
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
を
阻
害
す
る
と

危
惧
す
る
声
が
上
が
っ
て
い
る
。
同
時
に
、
制

度
の
先
を
見
す
え
、
た
く
ま
し
く
適
応
し
な
が

ら
、
「
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
型
」
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
を

押
し
進
め
る
た
め
、
市
民
が
奮
闘
し
て
い
る
。 

そ
こ
で
、
ド
イ
ツ
に
お
け
る
制
度
の
変
遷
を

概
観
す
る
と
と
も
に
、
再
エ
ネ
の
大
量
導
入
の

渦
中
に
あ
っ
て
、
逆
風
に
立
ち
向
か
う
市
民
の

動
き
を
紹
介
し
た
い
。 

 

●
ド
イ
ツ
の
再
エ
ネ
導
入
状
況 

 
 

ド
イ
ツ
で
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
が
本
格
的
に
導
入
さ

れ
た
の
は
00
年
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
＝

Ｅ
Ｅ
Ｇ
に
よ
っ
て
で
あ
る
。
当
時
、
電
源
構
成
に

占
め
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割
合
は
６
・

４
％
、
原
発
は
31
％
。
再
エ
ネ
の
割
合
は
、
13

年
に
24
％
、
14
年
に
は
25
・
８
％
に
増
え
、
つ

い
に
、
全
電
源
種
別
の
中
で
も
っ
と
も
割
合
の

高
い
電
源
と
な
っ
て
い
る
。 

再
エ
ネ
導
入
増
の
具
体
的
な
成
果
と
し
て
、

①
環
境
と
気
候
の
保
全
効
果
、
②
化
石
燃
料

の
使
用
を
抑
え
、
輸
入
量
を
削
減
し
た
効
果
、

③
再
エ
ネ
設
備
等
へ
の
投
資
促
進
効
果
、
④
雇

用
創
出
効
果 

が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。 

当
初
12
条
で
ス
タ
ー
ト
を
切
っ
た
Ｅ
Ｅ
Ｇ

は
、
こ
れ
ま
で
４
回
の
大
改
正
が
行
わ
れ
、
12

年
法
時
点
で
66
条
の
法
律
へ
と
条
文
の
詳
細

化
が
進
ん
で
き
た
。
そ
の
柱
と
な
る
特
徴
は
、 

①
送
配
電
網
事
業
者
は
、
再
エ
ネ
を
系
統
に

優
先
的
に
接
続
し
、
買
い
取
り
、
送
電
す
る

義
務
を
負
う 

②
送
配
電
網
事
業
者
が
、
必
要
な
系
統
設
備

を
拡
張
す
る
義
務
を
負
う 

③
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
発
電
電
力

は
、
20
年
間
固
定
価
格
で
の
買
取
が
保
証

さ
れ
て
い
る 

の
３
点
で
あ
る
。 

再
エ
ネ
の
な
か
で
も
、
特
に
ス
ピ
ー
デ
ィ
に
導

入
が
進
ん
だ
の
は
太
陽
光
発
電
で
、
10
年
か

ら
11

年
に
、
家
庭
用
で
は
「
グ
リ
ッ
ト
パ
リ

テ
ィ
」
＝
発
電
シ
ス
テ
ム
の
導
入
価
格
が
低
下

し
発
電
単
価
が
購
入
電
力
単
価
よ
り
安
く
な

る
状
態
、
に
達
し
た
と
い
わ
れ
て
い
る
。 

再
エ
ネ
設
備
の
導
入
が
進
み
、
再
エ
ネ
電
力

大
量
供
給
時
代
に
備
え
、
Ｅ
Ｅ
Ｇ
は
そ
の
中
身

を
変
化
さ
せ
て
き
た
。
大
き
く
、
①
導
入
状
況

に
即
し
た
買
取
価
格
の
引
き
上
げ
や
引
き
下

げ
、
②
再
エ
ネ
電
力
を
、
市
場
に
統
合
し
て
い

く
措
置
、
の
２
点
が
特
徴
で
あ
る
。 

12
年
法
で
は
、
太
陽
光
発
電
の
ベ
ー
ス
逓

減
率
は
年
９
％
＝
前
年
９
月
末
ま
で
に
登
録

さ
れ
た
設
備
容
量
の
多
さ
に
応
じ
て
、
ベ
ー
ス

逓
減
率
に
マ
イ
ナ
ス
７
・５
％
～
プ
ラ
ス
15
％

を
加
減
す
る
、
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
さ
ら

に
、
12
年
７
月
に
太
陽
光
発
電
の
み
再
改
正

が
行
わ
れ
、
よ
り
ス
ピ
ー
デ
ィ
な
買
取
価
格
引

き
下
げ
、
「
市
場
統
合
モ
デ
ル
」の
導
入
、
買
取

補
償
の
上
限
量
52
Ｇ
Ｗ
、
な
ど
が
定
め
ら
れ

た
。
こ
う
し
た
制
度
改
革
に
よ
り
、
「
全
量
売

電
＋
買
取
補
償
に
よ
る
売
電
収
入
」と
い
う
従

来
型
の
太
陽
光
発
電
事
業
は
、
新
規
に
参
入

す
る
魅
力
を
刻
々
と
失
っ
て
い
る
。 

 

●
試
さ
れ
る
市
民
エ
ネ
ル
ギ
ー 

昨
年
夏
、
保
守
党
Ｃ
Ｄ
Ｕ
と
社
会
民
主
党
Ｓ

Ｐ
Ｄ
と
の
大
連
立
政
権
に
よ
っ
て
、
Ｅ
Ｅ
Ｇ
は
大

改
正
さ
れ
た
。
主
に
３
つ
の
変
化
が
あ
る
。 

①
洋
上
風
力
を
除
く
買
取
価
格
低
下
と
再
エ

ネ
自
家
消
費
電
力
へ
の
賦
課
金
導
入
※
一

部
免
除
あ
り 

②
市
場
へ
の
「直
接
売
電
」を
段
階
的
に
義
務

化
し
、
市
場
への
統
合
措
置
を
強
化 

③
「
入
札
モ
デ
ル
」の
導
入  

市
場
へ
の
「直
接
売
電
＝
電
力
卸
市
場
、
相

対
取
引
、
仲
介
業
者
に
販
売
」や
「
入
札
」へ
の

参
加
に
は
、
事
務
的
な
コ
ス
ト
が
か
か
る
。
相

応
の
資
金
力
や
ノ
ウ
ハ
ウ
、
体
制
が
求
め
ら
れ

る
。
ま
た
、
透
明
性
が
著
し
く
欠
如
す
る
ほ

か
、
事
業
リ
ス
ク
の
高
ま
り
に
よ
っ
て
金
融
機

関
か
ら
の
融
資
金
利
が
高
く
な
る
と
い
っ
た
悪 

 

逆
風
吹
く
ド
イ
ツ
で 

奮
闘
す
る
市
民
の
い
ま 

手塚智子さん 

市民エネルギー
とっとり代表 

屋根で発電した電力を住民に直接小売りする集合住宅（ＨＥＧ） 


